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第９回市立病院のあり方検討会議の開催結果について 

１ 開催概要 

(1) 開催日時  平成２９年４月１９日（水）１４：００～１５：３０ 

(2) 開催場所  総合保健福祉センター（アシスト２１）２階 講堂 

(3) 議  題  改革プラン（たたき台）について 

２ 意見交換要旨 

 (1) 地域医療構想について 

○佐多委員（産業医科大学病院・前病院長） 

地域医療構想とは、２０２５年の医療需要の推定に基づいて病床機能を転換してい

こうというものだが、医療現場では高度急性期と急性期の区別は難しい。また、回

復期病床が不足するということだが、慢性期から転換するのはハードルが高いため、

急性期から転換するのが現実的だろう。 

○保健福祉局 

回復期病床については、今後、地域医療構想調整会議において、しっかりときめ細

やかに議論していただく必要があると考えている。 

    また、今後は、在宅医療や医療・介護の連携の仕組みなど、地域医療構想に関連す

る環境づくりも必要になってくるため、地域医療構想調整会議と併せて総合的に考

えていきたい。 

 (2) 在宅医療について 

○平田委員（戸畑区親子ふれあいルーム・代表） 

地域医療構想に、「北九州区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進め

る」とあるが、実際に在宅医療を手厚くするのはものすごく大変なことだと思う。

訪問する看護師や医師を派遣する在宅医療センターのような仕組みも必要になって

くるかも知れないが、現在本市の在宅医療はどういう状況になっているのか。 

 ○保健福祉局 

在宅での医療・介護が必要となった場合については、平成２８年度から各地区に在

宅医療・介護連携支援センターを設置しており、在宅医療と介護が一体的に提供さ

れるよう、地域包括支援センターや病院からの相談を受けて、訪問診療を行う医師

などのコーディネートをやっていくような仕組みを設けている。 

また、訪問看護ステーションなど地域の在宅医療の資源について、インターネット

上で検索できるサービスを今年度から開始したいと考えている。 

資料１ 
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一方、在宅医療を支えるためには、病態が急変した方を受け入れる病院の後方支援

機能も必要になるため、地域医療構想調整会議の中で関係者での議論が必要だと考

えている。 

 (3) 経営状況・収支計画について 

○花岡委員（福岡県看護協会・会長） 

経営状況について、病床利用率の低下が経営悪化の大きな要因ということだが、６

ページ上段の単年度実質収支を見ると、２６年度と２７年度で約１２億の差があり、

医療センターで約９億のマイナスとなっている。手術件数や延べ患者数などは減っ

ていないので、病床利用率の低下以外にも原因があるのではないか。 

○事務局 

２６年度から２７年度の落ち込みについては、病床利用率の低下による入院収益の

減少が大きな要因だが、それ以外にも、年金制度改正等により給与費等の費用が増

えたり、長期的借入金の返済などの要素もある。 

  ○村上委員（村上公認会計士事務所・公認会計士） 

収支計画を見ると、数字的には結構厳しい印象を受ける。特に３０年度から３２年

度は医療センターの償還元金が増えているが、２９年度以前はどうだったのか。 

 ○事務局 

企業債の償還元金については、医療センターだけでなく、旧若松病院などの分もあ

り、平成２９年度以前は、毎年度約２０億円前後の状況が続いている。３０年度か

ら３２年度は、さらに八幡病院の医療機器等の償還が加わるため、３０年度は約２

２億円、３１年度は約２７億円、３２年度は約２７億円となるものの、３３年度か

らは戻る。 

 (4) 経営形態について 

 ○小松委員（手をつなぐ育成会・理事長） 

市立病院は、今後は地域医療構想を見据えた病院改革をしていく必要があるが、こ

うした環境変化に対応するためにも、早く独法化をしなければならないと思う。 

○原田委員（乳がん患者会あすかの会・会長） 

私は乳がん患者会として活動しているが、がん患者や家族は本当に色々な心配や悩

みを抱えている。医療センターには、医療機器やサービスの面でそうした患者や家

族の気持ちに応えてもらえるような病院に早くなってほしいと思う。 

私自身も主人の両親を自宅で看取った経験があり、在宅医療の大変さは分かるし、

地域医療構想も大事だと思うが、このあり方会議で議論すべきなのはやはり市立病

院の経営形態だと思う。 

患者や家族のニーズに柔軟に対応していただけるよう、早く独法化を進めて欲しい。 
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３ まとめ 

○近藤座長（北九州市立大学・学長特別顧問） 

政令市の独法化病院においては、法人固有の給料表の導入など人事・給与面で柔軟

な取組みが行われている。費用面では人件費が非常に大きな部分であり、市立病院

の職員にとっても、非常に関心のあるテーマだろうと思う。 

法人固有の給料表の導入のほか、手当の新設などで職員がいきいきと働ける環境づ

くりが非常に重要になってくると思うので、先進都市におけるインセンティブの事

例についてもう少し詳しく示して欲しい。また、資料を出すのは難しいかも知れな

いが、市立病院の給与水準についても示して欲しい。 

一方、地域医療構想については色々なご意見があったが、今後の対応は次のステッ

プで考えていくことになるので、この改革プランに書き込むのではなく、議事録と

して残していただければと思う。 

今回の改革プランたたき台については、門司病院や看護専門学校など新しい内容が

追記され、全体的にはご理解をいただけたと理解している。これまでたたき台とい

う形で議論してきたが、内容についてはまとまってきているので、そろそろ名称的

には改革プラン・案などに進めることを検討して欲しい。 



新北九州市病院事業経営改革プラン 

素 案 

平成２９年５月 

北 九 州 市 

資料２ 



はじめに 

平成２７年３月に国が示した「新公立病院改革ガイドライン」を受けて、「新公立

病院改革プラン」を策定するため、平成２７年８月に外部の有識者で構成する「市

立病院のあり方検討会議」を立ち上げ、今後の市立病院のあり方について白紙から

議論を開始しました。 

「市立病院のあり方検討会議」では、市立病院の経営形態、地域医療構想を踏ま

えた市立病院の役割、経営の効率化など、改革プランの骨格となる内容について段

階的に議論を深め、様々なご意見をいただいてきました。 

一方、平成２９年３月に福岡県が策定した地域医療構想では、北九州区域は、医

療資源は豊富であり、医療提供体制は全般的に充実しているものの、今後、高齢化

に伴う医療需要の変化に、適切に対応していく必要があるとされています。 

こうした状況を踏まえて、市立病院においては、各病院の強みを活かしつつ、市

立病院間の連携を深めるとともに、民間病院を含む地域の医療機関との役割分担と

連携を推進してまいります。 

また、現在、市立病院は、医療センターはがん診療において、また、八幡病院は小

児救急医療において、それぞれ区域内有数の実績を示しているほか、周産期・感染症・

結核医療・救急医療・災害拠点基幹病院等の政策医療を担うなど、北九州区域におい

て重要な役割を果たしており、今後も、医療センターと八幡病院の２病院を中心に、

北九州区域で必要とされる医療を引き続き担ってまいります。 

今後、市立病院を取り巻く経営環境は厳しさを増すことが予想されていますが、

引き続き地域に必要な医療を安定的に提供していくため、市立病院の一層の経営改

革に向けて、職員一丸となって、この「新北九州市病院事業経営改革プラン」の実

現に向けて取り組んでまいります。 

平成２９年  月  

北 九 州 市     
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Ⅰ 市立病院の現状と課題

１ 北九州市病院事業の推移 

   北九州市の市立病院は、昭和３８年の五市合併により、旧市時代からあった門

司・小倉・若松・八幡・戸畑市の５つの総合病院と、旧五市共立の２つの結核療

養所の７病院が北九州市に引き継がれて発足しました。 

合併当時の市立病院は、旧衛生局が所管していましたが、病院事業が多額の不

良債務を抱えた危機的状況にあったことから、財政再建計画を実施するため、昭

和４２年に病院局を新たに設置し、地方公営企業法の全部適用を受けて財政再建

を進めることになりました。 

その後、１１年間の財政再建計画期間において、２つの結核療養所を１つに統

合したほか、昭和５３年には八幡病院に救命救急センターを開設、平成３年には、

小倉病院を医療センターに改称して市立病院群の中核病院として再整備するな

ど、病院施設や医療機器を整備・充実させ、市立病院としての基盤を整えてきま

した。 

一方、平成５年には、門司病院に結核病棟を開設することで、結核療養所を廃

止し、市立病院は５病院体制となりましたが、市立病院の経営状況は不安定な状

態が続き、平成１３年には不良債務が発生したことから、平成１４年に戸畑病院

を民間譲渡しました。 

さらに、戸畑病院売却後も国による診療報酬の改定や医師不足の影響等により、

厳しい経営状況が続いたことから、市立病院の経営改善に向けて、平成２０年１

月に「北九州市病院事業経営改革プラン」を策定し、経営改善に取り組むことに

なりました。 

２ 旧改革プランの概要及び実施状況 

   平成２０年１月に策定した「北九州市病院事業改革プラン（以下「旧改革プラ

ン」）」は、平成１９年度から平成２２年度の４ヵ年を計画期間とし、計画期間内

に単年度実質収支の均衡を図ることを目指しました。 

恒常的に赤字となっている門司病院については、指定管理者制度を導入するこ

ととし、同様に赤字が続いている若松病院については、計画期間中に経営改善が

見込めない場合は、経営形態の見直しを検討することとしました。 

その結果、計画期間中は、平成２１年度には門司病院に指定管理者制度を導入
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したほか、医師確保をはじめとする経営改善策に着実に取り組んだ結果、平成２

２年度決算において、単年度実質収支の黒字を確保することができました。 

一方、若松病院については、依然として収支が改善されなかったことから、経

営形態の見直しについて検討を行い、平成２３年度に民間譲渡しました。 

このように旧改革プランに基づいて経営改善に取り組んだ結果、平成２２年度

から平成２６年度まで５年連続で単年度実質収支の黒字を確保することができ

ました。 

３ 病院事業の概要 

   本市の病院事業では、現在、地方公営企業法の全部適用の下で「医療センター」

「八幡病院」「看護専門学校」を、また、指定管理者制度の下で「門司病院」を運

営しています。それぞれの概要は以下のとおりです。 

 医療センター  

   開  設  明治６年、企救郡立小倉医学校兼病院として開設 

建 築 年  本館：平成３年、別館：平成１３年、管理棟：昭和４３年 

病 床 数  ５８５床 （一般５６９床、感染症１６床） 

   診療科目  ２５科：内科､心療内科､精神科､呼吸器内科､消化器内科､循環

器内科､腫瘍内科､糖尿病内科､緩和ケア内科､小児科､

外科､整形外科､脳神経外科､呼吸器外科､心臓血管外

科､小児外科､皮膚科､泌尿器科､産婦人科､眼科､耳鼻

咽喉科､放射線科､病理診断科､麻酔科､歯科 

  主な機能  ○がん診療 

         「地域がん診療連携拠点病院」として、外来化学療法センタ

ー・がん相談支援センターの設置、セカンドオピニオン外

来の実施等 

○周産期医療 

  「総合周産期母子医療センター」として、妊産婦集中治療

室（ＭＦＩＣＵ）・新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）の設置、

２４時間３６５日受入可能等 

○感染症医療 

 第二種感染症指定医療機関（福岡県指定） 
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 八幡病院  

   開  設  昭和５年、八幡市立診療所として開設 

建 築 年  西棟：昭和５３年、東棟：昭和５８年、北棟：平成８年 

病 床 数  ３１３床 （一般３１３床） 

診療科目  １９科：内科､精神科､循環器内科､小児科､外科､整形外科､形 

成外科､脳神経外科､呼吸器外科､消化器外科､皮膚科､

泌尿器科､産婦人科､眼科､耳鼻咽喉科､放射線科､救急

科､麻酔科､歯科 

主な機能  ○救命救急医療 

        第三次救急医療機関（福岡県指定）「救命救急センター」 

○小児救急医療 

  ２４時間３６５日受入可能な小児救急センターを設置 

○災害拠点基幹病院 

  市内９箇所の災害拠点病院の基幹病院として位置づけ 

※新八幡病院の概要  

    建設場所  八幡東区尾倉小学校跡地 

診 療 科  １９科 ※現病院の体制を維持 

病 床 数  最大３５０床 

主な機能  救急医療・小児医療・災害医療の充実・強化 

整備時期  平成２８年度 実施設計完了、建設工事着工 

平成３０年度 竣工、開院（予定） 

 門司病院  

   開  設  昭和２４年、社会保険門司市民病院として開設 

建 築 年  東棟：平成１２年、西棟：平成１４年 

   病 床 数  １５５床 （一般５０床、療養５０床、結核５５床） 

   診療科目  １４科：内科､呼吸器内科､消化器内科､循環器内科､血液内科､

神経内科､小児科､外科､整形外科､リハビリテーショ

ン科､皮膚科､泌尿器科､眼科､放射線科 

   主な機能  ○結核医療 

           第二種感染症指定医療機関（福岡県指定） 

           北九州市で唯一の結核病床を設置 
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 看護専門学校  

   創    立  明治３３年、小倉市立病院付属看護婦養成所として創立 

   定  員  １学年４０名 

   修学年限  ３年 

   特  色  地域に貢献する看護師を養成するため設立され、２，５００

人以上の卒業生を輩出。北九州市内をはじめ、全国の医療分野 

         等で広く活躍。 

４ 市立病院の課題 

 (1) 公共性と経営効率化の両立 

    市立病院は、市民の命と健康を守る重要な拠点であり、政策医療としては、

現在、小児救急を含む小児医療、救急医療（救命救急）、周産期医療、災害時に

おける医療を提供するとともに、結核・感染症対策において重要な役割を担っ

ています。 

    政策医療の提供については、特定の診療科だけで成り立つものではなく、関

連する診療科を含めて、それぞれの市立病院の特色を生かしながら、病院全体

で高度な医療レベルを維持する必要があります。 

また、こうした政策医療の実施に際しては、一般会計から繰出しを行ってい

ますが、市立病院としては、経営効率化の観点から可能な限り自立した経営を

目指す必要があると考えています。 

    一方、今後、少子高齢化や人口減少によって医療需要が変化し、病院経営を

取り巻く環境は、民間医療機関を含めて、全国的にますます厳しくなることが

予想されています。 

そうした中、地域に必要な政策医療を持続的、安定的に提供していくために

は、市立病院としての「公共性・公益性」と「経営の効率化」のバランスを確

保しながら、病院運営を行っていくことが重要であると考えています。 

 (2) 経営状況 

本市の病院事業は、平成２０年の旧改革プラン策定後、平成２２年度から５

年連続で単年度実質収支の黒字を達成してきました。 

しかしながら、国の診療報酬改定等の影響によって、黒字額は年々減少して

おり、平成２７年度は６年ぶりに単年度実質収支が赤字となりました。 
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   近年の経営指標（６ページ参照）を見ると、医療センターでは、診療報酬の

改定に合わせて平均在院日数の短縮に取組んだ結果、入院診療単価や入院実患

者数は伸びている一方、入院延患者数、病床利用率が年々低下しています。 

八幡病院においても、診療報酬の改定に合わせた取組みを進めており、医療

センターほど顕著ではありませんが、同様の傾向となっているほか、併設され

ていた第２夜間・休日急患センターが移転した平成２５年から外来延患者数が

減少しています。 

また、医療センター、八幡病院ともに、平成２２年度以降の病院規模等は大

きく変化していませんが、給与費や委託料などの費用が増加している一方で、

病床利用率の低下により、費用に見合った収入が得られていない状況となって

いることが、収支バランスの悪化の大きな要因であると考えられます。 

このように、市立病院の経営状況は年々厳しさを増していますが、将来的に

は、少子高齢化や人口減少によって医療需要が変化し、病院経営を取り巻く環

境はますます厳しくなると予想されています。 

市立病院としては、政策医療をはじめ地域に必要な医療を安定的に提供でき

るよう、経営改善に向けて、医療の質の向上や地域連携の強化に引き続き取組

むとともに、将来的な医療需要の変化にも柔軟に対応できるよう一層の経営改

革にも取り組んでいく必要があると考えています。 
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■単年度実質収支の推移

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

単年度実質収支 515,442 1,768,263 1,389,735 1,134,958 757,411 ▲576,646

※上記の単年度実質収支は、医療センター・八幡病院に、門司病院・看護専門学校・旧若松病院・本庁分を加えた病院事業全体のもの 

※平成２３年度は、若松病院の売却益を含む 

■各病院の主な経営指標の推移

＜ 医療センター ＞

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

単年度実質収支(千円) 952,424 944,091 1,500,507 1,359,809 997,630 99,110

病床利用率(%) 84.8 83.2 81.5 79.4 78.5 76.0

延患者数(人) 181,014 178,155 173,980 169,534 167,514 162,741

実患者数(人) 9,937 10,143 10,327 10,100 10,563 10,450

平均在院日数(日) 17.2 16.5 15.8 15.8 14.9 14.6

診療単価(円) 49,337 52,787 58,764 60,112 60,032 59,865

手術件数(件) 3,661 3,650 3,947 4,001 4,050 3,852

延患者数(人) 258,631 260,744 263,847 257,600 260,704 265,722

紹介率(%) 65.8 71.5 72.0 75.8 72.2 75.2

診療単価(円) 14,689 15,485 15,855 16,457 17,534 18,375

＜ 八幡病院 ＞

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

単年度実質収支(千円) 898,357 657,767 472,706 521,089 159,455 231,150

病床利用率(%) 78.1 78.5 76.0 80.3 82.2 76.0

延患者数(人) 98,905 98,498 95,088 91,689 93,951 87,041

実患者数(人) 7,090 6,954 6,594 6,943 7,043 7,518

平均在院日数(日) 12.9 13.1 13.4 12.2 12.3 10.6

診療単価(円) 45,958 47,223 46,664 48,179 48,471 50,377

救急車搬入患者数(人) 4,658 4,048 3,888 3,760 3,684 3,360

延患者数(人) 162,254 157,582 151,305 138,127 126,408 128,134

紹介率(%) 52.1 55.4 51.9 59.9 43.8 45.5

診療単価(円) 7,867 7,950 8,517 8,616 9,541 9,606

入

院

外

来

外

来

（単位：千円） 

入

院
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Ⅱ 新改革プラン策定の経緯 

１ 国による「新公立病院改革ガイドライン」の公表 

   我が国では、人口減少や少子高齢化が急速に進展し、医療需要の大きな変化が

見込まれる中、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療を安定的、

継続的に提供していくためには、更なる公立病院改革が必要であるとして、平成

２７年３月、総務省より「新公立病院改革ガイドライン（以下「新ガイドライン」）」

が公表されました。 

新ガイドラインは、病院事業を設置している地方公共団体に対して、都道府県

が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、「新公立病院改革プラン（以

下「新改革プラン」）」を策定するよう求めています。 

新改革プランの対象期間は、策定年度あるいはその次年度から平成３２年度ま

でとし、新改革プランには、次の項目について記載することになっています。 

(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

・地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

・一般会計負担の考え方 

・医療機能等指標に係る数値目標の設定 

(2) 経営の効率化 

  ・経営指標に係る数値目標の設定 

  ・目標達成に向けた具体的な取組み 

  ・新公立病院改革プラン期間中の各年度の収支計画等 

(3) 再編・ネットワーク化 

(4) 経営形態の見直し 

２ 市立病院のあり方検討会議の開催 

本市では、新改革プランの策定にあたり、今後の市立病院のあり方を含めて広

く意見を聞くため、平成２７年８月、地元医師会や薬剤師会などの医療関係者、

学識経験者、公認会計士、市立病院利用者などの外部有識者で構成する「市立病

院のあり方検討会議」を開催して検討することとしました。
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３ 市立病院のあり方検討会議における議論 

  平成２７年８月に立ち上げた「市立病院のあり方検討会議」では、新ガイドライ

ンにおいて検討が求められている内容を中心に議論が行われ、各構成員の専門的な

立場から様々なご意見をいただきました。 

各会議におけるテーマや議論の主な内容は以下のとおりです。 

なお、各会議の資料や各構成員の主な意見等については、別冊の「新北九州市病

院事業経営改革プラン〈資料集〉」に掲載しているほか、市ホームページでも公開し

ています。 

 (1) 第１回会議（平成２７年８月４日）

    事務局より、市立病院の概要等を説明した後、意見交換を行いました。 

    意見交換では、市立病院院長から病院現場における人事組織上の問題点が示

され、構成員から「病院経営には診療報酬改定等に迅速に対応できる機動的な

人事制度が必要」との指摘もあったことから、次回は経営形態について掘り下

げて議論することになりました。 

 (2) 第２回会議（平成２７年１０月２６日）

    事務局より、市立病院のあり方に関するこれまでの審議会等の状況、政令市

における市立病院の経営形態、新ガイドラインで示されている経営形態におけ

る制度の違い等について説明した後、意見交換を行いました。 

意見交換では、病院現場の裁量権の必要性、中長期的な展望の重要性、患者

サービスの向上、職員が働きやすい環境づくり等、市立病院の経営形態のあり

方を中心に様々な意見が出されました。 

こうした議論を受け、次回は、地方独立行政法人のメリットや課題等につい

て理解を深めるため、先進都市から関係者を招いて議論することになりました。 

 (3) 第３回会議（平成２７年１２月２１日）

    事務局より、既に独法化している政令市の市立病院の状況、本市の市立病院

が経営形態を移行する場合の課題等について説明した後、地方独立行政法人病

院の先進事例について、他都市から招いた臨時構成員２名による講演を行いま

した。 

講演では、独法化前後の経営状況の変化、独法化のメリット・デメリット、

全国の独法化病院へのアンケート結果等について詳しい説明があり、その後、
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理事長・院長のリーダーシップや裁量権の重要性、独法化による患者へのメリ

ット等について意見交換が行われました。 

こうした議論を受け、次回の会議では、本市が独法化する場合の課題等につ

いて確認することになりました。 

 (4) 第４回会議（平成２８年２月５日）

    事務局より、政令市における地方独立行政法人病院の役員等の状況、これま

での市立病院のあり方検討会議における論点整理、今後の検討テーマ、本市の

市立病院の地方独立行政法人への移行の可能性等について説明した後、市立病

院の経営形態のあり方を中心に意見交換を行いました。 

    意見交換の結果、市立病院の経営形態のあり方については、これまでの議論

を踏まえ、構成員の総意として「医療センターと八幡病院については、地方独

立行政法人化に向けて準備を進めるべき」との意見が示されました。 

    こうした議論を受け、次回以降は、地域医療構想を踏まえた市立病院の役割

等を中心に議論をしていくことになりました。 

 (5) 第５回会議（平成２８年４月１８日）

    事務局より、今後の検討テーマ等について説明した後、福岡県における地域

医療構想等について、臨時構成員による講演を行いました。 

講演では、地域医療構想の目的、福岡県における検討状況、北九州医療圏の

実情、市立病院の需要予測等について、詳細なデータに基づいた説明が行われ、

その後、現在建替えを進めている八幡病院のあり方、医療センターのあり方等

について意見交換が行われました。 

次回も引き続き、市立病院のあり方について議論を行うことになりました。 

 (6) 第６回会議（平成２８年６月３日）

    事務局より、新改革プランに記載すべき項目とこれまでの主な意見について

説明した後、市立病院のあり方について意見交換を行いました。 

    意見交換では、障害者や家族を医療面で支援する必要性、市立病院における

地域連携強化の必要性、地域包括ケアシステムのあり方、大学や企業との連携、

看護専門学校のあり方、医療センターにおけるがん患者や家族への支援等、

様々な意見が示されました。 

    次回は、これまでの議論を踏まえ、事務局から新改革プランのたたき台を示

すことになりました。 
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 (7) 第７回会議（平成２８年８月５日） 

事務局より、新改革プランのたたき台について説明した後、意見交換を行い

ました。 

    意見交換では、新改革プランたたき台の記載内容のうち、「市立病院の役割」

や「目標に向けた具体的な取組み」等について、様々な意見や要望が示されま

した。 

    次回も引き続き、新改革プランについて議論を行うことになりました。

 (8) 第８回会議（平成２８年１１月１日）

事務局より、平成２７年度決算の状況、本市の政策医療の提供体制、新改革

プランたたき台の修正案について説明した後、意見交換を行いました。 

    意見交換では、市立病院の病床利用率、医師の確保、人材育成、看護専門学

校のあり方等について、様々な意見が示されました。 

    また、新改革プランたたき台のうち、「市立病院の役割」について、前回の議

論を踏まえた修正案を提示したところ、おおむね了承を得ました。 

    次回は、新改革プランのうち、平成２７年度決算を踏まえた今後の収支見通

し等について、議論を行うことになりました。

(9) 第９回会議（平成２９年４月１９日）

事務局より、福岡県が策定した地域医療構想、新改革プランについて説明し

た後、意見交換を行いました。 

  意見交換では、地域医療構想や在宅医療、経営状況や収支計画などについて、

様々な質問や意見が示されたほか、経営形態について、「早く独法化を進める

べき」との意見が示されました。 

  新改革プランたたき台の内容については、特に異論がなかったため、次回は、

「新改革プラン・素案」を示すことになりました。 

(10) 第１０回会議（平成２９年５月２９日）

※会議終了後に追記 
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Ⅲ 新北九州市病院事業経営改革プラン 

１ 計画期間 

   プラン策定とともに速やかに経営効率化の取組みを進めるため、計画期間は

「平成２９年度から平成３２年度」とします。 

２ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 (1) 地域医療構想を踏まえた市立病院の役割 

ア 福岡県地域医療構想 

福岡県では、平成２９年３月に「福岡県地域医療構想」が策定されました。 

福岡県地域医療構想は、病床の機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性

期）ごとに、平成３７年（２０２５年）の医療需要と病床の必要数を推計し、

あるべき医療提供体制の姿を明らかにするとともに、その実現に必要となる

施策を示すものです。 

■北九州区域の状況（福岡県地域医療構想より抜粋） 

【現状と課題】

・ 総人口はすでに減少局面に入っており、６５歳以上人口は平成３２ 

（２０２０）年がピーク、７５歳以上人口は平成４２年（２０３０）年

がピークと予想されている。  

・ 人口１０万人対の一般・療養病床の数、及び医師の数は全国平均を上

回り、医療資源は豊富である。  

・ 自己完結率は救急で９７．５％、くも膜下出血で９７．５％、急性心

筋梗塞１００％、悪性腫瘍９６．５％、小児の入院体制で９７．８％と

非常に高く、医療提供体制は全般的に充実した状況であり、周辺区域か

らも患者が流入している状況である。  

・ 必要病床数の推計値と現状の病床数との比較では回復期が２，４１１

床不足する見込みである。  
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・ 高度医療機関が集積し、高度急性期、急性期について広域的に医療提

供を支える役割を果たしつつ、高齢化の進展に伴い増加する慢性期・在

宅医療等の医療需要に適切に対応することが必要である。  

【施策の方向性】  

・ 不足する回復期病床については、医療機関の自主的な取組を基本とし

つつ、急性期又は慢性期病床からの機能転換により確保を図っていく

（地域医療介護総合確保基金による支援を実施）。  

・ 北九州区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進める（事

業の実施に基金を活用）。  

・ 救急医療、小児・周産期医療、５疾病にかかる医療提供体制について

は充実しており、引き続き、提供体制の維持を図るとともに、医療機関

間の連携の強化など質の向上に努めていく。  

・ 今後増加が見込まれる認知症高齢者について、関係者、関係機関の連

携等適切に対応していく。 

イ 市立病院の役割 

現在の市立病院の一般・療養病床の病床機能は、以下のとおりとなってい

ます。 

・医療センター 高度急性期 ４２床 急性期 ５２７床 

   ・八幡病院   高度急性期 ３４床 急性期 ２７９床 

   ・門司病院   回復期 １００床 

福岡県地域医療構想に示されたとおり、今後、少子高齢化や人口減少によ

る医療需要の変化に対応していくためには、北九州区域全体における医療資

源の効率的な活用が求められます。 

そのため、市立病院においては、医療資源の効率的な活用に向けて、各病

院の強みを活かしつつ、市立病院間の連携を深めるとともに、民間病院を含

む地域の医療機関との役割分担と連携を推進していきます。 

また、地域医療構想調整会議の協議等を踏まえて、市立病院の病床機能の

見直しも視野に入れながら、民間病院を含む地域の医療機関とのさらなる機

能分化についても検討していきます。 

現在、市立病院は、医療センターはがん診療において、また、八幡病院は

小児救急医療において、それぞれ区域内有数の実績を示しているほか、周産

期医療、感染症医療、結核医療、救急医療、災害拠点基幹病院等の政策医療
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を担うなど、北九州区域において重要な役割を果たしており、今後も、医療

センターと八幡病院の２病院を中心に、大規模な災害や感染症に備えるなど、

北九州区域全体及び各地域で必要とされる医療を引き続き担っていきます。 

なお、現在、医療センターで行っている周産期医療、感染症医療、門司病

院で行っている結核医療については、国・県の計画や指針、地域の状況や市

民ニーズ等を踏まえ、将来的に必要とされる医療提供体制について、引き続

き検討を行うこととし、こうした医療提供体制の検討結果等を踏まえ、建築

後２５年を経過している医療センターの老朽化対策等についても検討して

いきます。 

市立病院の役割については、基本的な考え方は上記としつつ、改革プラン

の計画期間における当面の各病院等の役割は、以下のとおりとします。 

 医療センター 

○ 「地域がん診療連携拠点病院」として、引き続き、がん診療における高

度で専門的な医療を提供していきます。 

○ がん医療については、患者や家族の支援機能を充実するとともに、地域

医療機関等との連携の強化に努めます。 

○ 周産期医療、感染症医療についても、引き続き、地域で求められる役割

を果たしていくため、高度で専門的な医療を提供していきます。 

 八幡病院  

○ 「救命救急センター」「小児救急センター」として、本市の救急医療、

小児医療の拠点としての機能を果たし、市民の安全・安心を支える医療を

提供していきます。 

○ 小児医療については、新八幡病院において診療機能のさらなる充実を図

るほか、障害者や家族に対する医療面での支援の充実に向けて、障害児や

在宅医療の支援に加え、市立総合療育センターとのさらなる連携強化等に

ついて検討していきます。 

○ 平成３０年度中の新八幡病院開院にあたり、災害拠点基幹病院としての

機能を強化します。 

 門司病院  

○ 北九州市で唯一結核医療を提供する病院であり、当分の間、指定管理者

制度の下、結核医療を中心に地域に必要な医療を提供していきます。 

 ただし、門司病院のあり方については、今後の本市における政策医療の

提供体制に関する検討結果を踏まえ、改めて抜本的に検討します。 
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 看護専門学校  

○ 看護専門学校は、市立病院を含めた地域の医療機関にとって必要な人材

育成機関であり、当面、市立看護専門学校として運営を継続していきます。 

ただし、近年、民間等の看護師養成機関が増加していることから、市立

病院を含めた地域医療機関への看護師の需給状況を見ながら、将来的な看

護専門学校のあり方について引き続き検討していきます。 

 (2) 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

本市の地域包括ケアシステムは、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援

のサービス提供体制を各地域で包括的に構築することを目指しており、医療面

においては、在宅医療体制の充実に向けた取組みを進めています。 

福岡県地域医療構想では、高齢化の進展に伴う在宅医療等の医療需要の増加

が見込まれており、訪問診療等を行う医師や歯科医師、訪問看護師、薬剤師等

の多職種による連携体制を構築するとともに、在宅患者の病態が急変した場合

などに受入れる病院の後方支援機能の確保が必要となります。 

市立病院は、他の医療機関との役割分担を図りつつ、在宅医療等における緊

急時の後方支援など、地域の実情に合わせて必要な役割を担っていきます。 

なお、具体的な役割については、地域医療構想調整会議の協議等を踏まえて

検討していきます。 

 (3) 一般会計負担の考え方 

市立病院の役割である政策医療の実施等にあたっては、市立病院の公共性を

考慮し、国が示す繰出基準等に基づいて、一般会計から繰出しを行っています。 

病院事業に対する一般会計負担については、政策医療の実施状況とともに、

市立病院の経営状況を見ながら、適切に行うこととします。 

３ 再編・ネットワーク化 

今後、少子高齢化や人口減少による医療需要の変化に対応していくためには、

北九州区域全体における医療資源の効率的な活用が求められます。 

そのため、市立病院においては、医療資源の効率的な活用に向けて、各病院の

強みを活かしつつ、市立病院間の連携を深めるとともに、民間病院を含む地域の

医療機関との役割分担と連携を推進していきます。 
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また、地域医療構想調整会議の協議等を踏まえて、市立病院の病床機能の見直

しも視野に入れながら、民間病院を含む地域の医療機関とのさらなる機能分化に

ついても検討していきます。 

４ 経営形態の見直し 

(1) 基本的な考え方 

今後、少子高齢化や人口減少によって医療需要が変化し、病院経営を取り巻

く環境は全国的に厳しくなることが予想されており、今後の環境の変化に柔軟

かつ迅速に対応していくためには、市立病院の経営改革は待ったなしの状況に

あります。 

現在、医療センターと八幡病院については、地方公営企業法の全部適用の下、

不断の経営改善に努めています。しかしながら、現在の病院局は市の組織の一

部であることから、人事や給与等について、他の部局との均衡を図る必要があ

るほか、契約事務等についても、地方自治法等による一定の制約があり、診療

報酬改定等の環境の変化に迅速に対応できないのが現状です。 

市立病院の経営形態については、「市立病院のあり方検討会議」において、新

ガイドラインで示されている「地方公営企業法の全部適用」「地方独立行政法

人」「指定管理者制度」「民間譲渡」という４つの経営形態について、制度の違

いやメリット・デメリットなどの比較検討を行ってきました。 

一方、地方独立行政法人については、すでに西日本地域の大部分の政令市の

市立病院で導入が進んでおり、先進事例を見ても、政策医療を提供しつつ、経

営の柔軟性を確保することにより、経営改善を実現しています。 

また、地方独立行政法人化は、小児医療や周産期医療、救急医療等における

人材確保などの面で、より現場のニーズに対応した柔軟かつ迅速な対応が可能

となるなど、市立病院が担う政策医療の質の向上にも資すると考えられます。 

本市としては、そういったことを総合的に勘案し、医療センターと八幡病院

については、現在の地方公営企業法の全部適用から、地方独立行政法人への移

行に向けて、市民や議会、職員等の意見を聞きながら、準備を進めることとし

ます。 

なお、門司病院については、現在の指定管理期間が平成３０年度で終了する

ことから、指定管理期間を更新する方向で準備を進めます。 

看護専門学校については、今後、設立準備を進める地方独立行政法人に運営

させる方向とします。 
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(2) 経営形態見直しのスケジュール 

近年の経営状況や今後の病院経営を取り巻く環境の厳しさを考慮すると、よ

り柔軟で機動的な病院経営が可能となる地方独立行政法人に、できるかぎり早

期に移行することが望ましいと考えています。 

ただし、地方独立行政法人化にあたっては、定款や中期目標・中期計画の策

定をはじめ、法人における人事給与・財務会計制度の整備、各種システムの構

築など、多種多様な準備が必要となるため、概ね２年程度の準備期間が必要と

なります。 

   以上のことから、本市の病院事業については、今後、市民や議会等の理解を

いただきながら、「平成  年  月の地方独立行政法人化」を目指すことと

します。 

■法人設立までの流れ 

平成  年度 ・定款の策定（議会議決事項） 

・評価委員会設置条例の制定（議会議決事項） 

平成  年度 ・評価委員会の設置運営 

・中期目標・中期計画の策定（議会議決事項） 

・関係条例の制定改廃（議会議決事項） 

・総務省への法人設立申請（総務大臣認可事項） 

平成  年度 ・法人設立 
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５ 経営の効率化 

(1) 数値目標の設定 

  ア 医療センター 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

病床利用率（％） 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

入院延患者数（人） 170,820 170,820 171,288 170,820 170,820

外来延患者数（人） 245,347 245,342 246,348 245,342 244,337

医業収支比率（％） 96.5 96.7 95.4 96.1 95.8

経常収支比率（％） 100.3 100.6 99.3 100.0 99.8

イ 八幡病院 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

病床利用率（％） 81.6 75.0 85.0 85.0 85.0

入院延患者数（人） 93,224 85,702 97,374 97,108 97,108

外来延患者数（人） 130,819 130,808 131,345 130,808 130,272

医業収支比率（％） 95.1 89.9 86.6 92.6 92.6

経常収支比率（％） 97.8 91.9 88.1 94.0 94.0

      ※平成 30年度は、新八幡病院への移転のため病床利用率を 75%で見込む 

      ※平成 31年度以降は、新八幡病院の開院効果を見込み病床利用率を 85%で見込む 

ウ 門司病院（指定管理者制度） 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

病床利用率〈結核〉（％） 46.0 

前年度の評価結果等を踏まえ、毎年度の計画を作成
〃〈一般・療養〉（％） 89.3 

入院延患者数（人） 41,829 

外来延患者数（人） 49,568 

※現在の指定管理期間は、平成 21年度から平成 30年度まで
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(2) 計画期間中の収支計画 

ア 収益的収支 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

収

入 

医業収益(a) 25,178,371 24,794,735 25,449,956 25,375,597 25,343,169

医業外収益 1,451,880 1,463,803 1,491,863 1,484,359 1,471,137

経常収益(A) 26,630,251 26,258,538 26,941,819 26,859,956 26,814,306

支

出 

医業費用(b) 27,014,319 27,024,351 28,314,715 27,524,116 27,548,699

医業外費用 441,641 506,948 570,623 558,613 533,177

経常費用(B) 27,455,960 27,531,299 28,885,338 28,082,729 28,081,876

経常損益(A-B)(C) ▲825,709 ▲1,272,761 ▲1,943,519 ▲1,222,773 ▲1,267,570

特別損益(F) ▲129,104 ▲129,114 ▲129,114 ▲129,114 ▲129,114

純損益(C+F) ① ▲954,813 ▲1,401,875 ▲2,072,633 ▲1,351,887 ▲1,396,684

医業収支比率(a/b) 93.2％ 91.7％ 89.9％ 92.2％ 92.0％

経常収支比率(A/B) 97.0％ 95.4％ 93.3％ 95.6％ 95.5％

イ 資本的収支 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

収

入 

企業債 7,239,400 7,345,100 1,600,500 510,000 1,210,000

出資金 1,093,257 1,424,995 1,259,991 1,213,441 939,751

収入計(a) 8,577,867 9,392,495 2,860,491 1,723,441 2,149,751

支

出 

建設改良費 7,497,678 8,194,173 1,617,145 526,640 1,226,640

企業債償還金 2,017,078 2,759,197 2,657,657 2,661,776 2,092,007

支出計(b) 9,714,756 10,953,370 4,274,802 3,188,416 3,318,647

差引過不足額 ② ▲1,136,889 ▲1,560,875 ▲1,414,311 ▲1,464,975 ▲1,168,896

ウ 単年度実質収支等 

29 年度 

(目標) 

30 年度 

(目標) 

31 年度 

(目標) 

32 年度 

(目標) 

33 年度 

(目標) 

内部留保資金等 ③ 
（減価償却費、退職給付引当金等）

2,108,161 2,320,782 2,745,288 2,658,820 2,658,820

単年度実質収支 ①+②+③ 16,459 ▲641,968 ▲741,655 ▲158,041 93,241

年度末資金剰余 3,752,042 3,110,074 2,368,418 2,210,377 2,303,618

     ※収支に影響を与える一時的な要因 

      ・新八幡病院の建設費（29年：6,068,124 千円、30 年：7,773,533 千円） 
      ・旧八幡病院の廃止に伴う繰上償還（30 年：617,098 千円） 

      ・旧八幡病院の解体費用（31 年：442,000 千円） 
      ・医療センター本館建設費用の償還元金（29年：595,370千円、30年：636,850千円、31年：810,750千円、32年：464,270千円） 
       （2 年度借入、32年度償還完了） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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 (3) 目標達成に向けた取組み 

 基本的事項  

  ○組織風土の変革 

    病院経営には組織としての一体感の醸成が極めて重要です。 

院長のリーダーシップの下で、全ての職員が一丸となって病院運営にあ

たることができる組織づくりを目指します。 

○経営意識の向上 

      病院を経営する上では、幹部職員だけでなく、全ての職員が高い経営意

識を持って病院運営にあたることが重要です。 

経営会議の開催、目標管理等により、職員の経営意識の向上に取り組み

ます。 

○地域連携の強化 

      市立病院として地域に必要な医療を安定的に提供するためには、地域の

医療機関等との連携が重要です。 

患者の紹介率や逆紹介率の向上など、地域の医療機関等との連携の強化

に取り組みます。 

 収入増加・確保対策  

○医師の確保 

病院経営には優秀な医師の安定的な確保が不可欠です。 

大学医局との連携強化、臨床研修の充実等により医師の確保に取り組み

ます。 

○病床利用率の向上 

   収入を確保するためには、適切な平均在院日数を維持しながら病床利用

率を向上させることが重要です。 

      医療の質の向上や地域連携の強化に取り組むほか、柔軟なベッドコント

ロール等により、病床利用率を向上させます。 

○適切な診療報酬の確保 

   病院経営には診療報酬改定に適確に対応することが重要です。 

適切な診療報酬の確保に向けて、外部人材の登用等により、医療事務能

力の強化に努めます。 



- 20 - 

 経費削減・抑制対策  

○医療機器の計画的な整備 

医療機器については、費用対効果等を勘案して計画的な整備を行います。 

○後発医薬品の使用拡大 

後発医薬品の導入を促進し、薬品費の引き下げに努めます。 

○コスト削減の推進 

病院運営にかかるコストの一層の削減に向けて、組織全体で業務の抜本

的な見直しに取り組みます。 

 (4) 地方独立行政法人化後の更なる取組み 

    地方独立行政法人化後は、地方独立行政法人制度の仕組みを最大限に活用し、

他都市の取組事例を参考にしながら、今後の法人設立準備を進める中で明らか

にしていきます。 
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■（参考）政令市独法化病院における取組み 

病

院

運

営

○経営体制の刷新 

・理事長をトップとした経営責任の明確化 

・理事会による意思決定体制の構築 

・理事会への外部専門家の登用 

・行政、議会、市民による適切な関与 

（政策医療への財政措置、中期目標等重要案件の議決、情報公開等） 

・ＰＤＣＡサイクルによる病院運営及び経営状況チェック体制の確立 

・意識改革の取組み（経営情報の共有化、経営改善のアイデア募集等） 

○柔軟な病院運営の実現 

・組織体制の弾力化（経営企画・広報・契約部門の設置等） 

・設備投資の弾力化（最新高額医療機器の導入） 

・病院運営の弾力化（土曜日のＣＴ撮影、休日の入院リハビリ等） 

・地域連携の強化（増員による体制強化、オンライン予約の導入等） 

人

事

・

給

与

○法人固有の人事制度の導入 

・医師等への業績評価制度の導入 

・医師・薬剤師・看護師等の資格取得支援制度の導入、看護師の認定制度 

・職階制度の見直し（管理職の増設等） 

○職員採用の多様化 

・医療事務専任職員、メディカルソーシャルワーカー等の正規職員化 

・管理職への外部人材の登用（正規雇用化） 

○法人固有の給与制度の導入 

・法人固有の給料表の導入 

・手当の新設（救急勤務手当、専門看護手当、専門薬剤師手当等） 

・医師等への年俸制度の導入 

・業績に応じた賞与制度の導入 

・昇給制度の見直し（年功序列の見直し、業績の反映等） 

契

約

・

財

務

○法人固有の契約方式の導入 

・入札後の価格交渉方式、複数年契約の導入 

・ＷＴＯ協定の適用対象外となることによる物品購入等の簡素化 

○事業予算の弾力的な運用 

・収入に応じた支出への迅速な対応 
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政令市独法化病院における取組み（人事・給与関係） 

項  目 具 体 例 導入数 

人

事

関

係

○ 業績評価制度の導入 ○ 医師や管理職を対象に、毎年度、診療科又は個人毎に業績目標を設定し、達成状況を評価。評価結果を給与等に反映。 ３法人 

○ 専門的な資格取得等に関する支援制度の導入 ○ 医師、薬剤師、看護師等が専門資格を取得する際の、教育機関等への派遣費用等の支援制度を導入。 

○ 医師、薬剤師、看護師等が専門資格を維持する際の、専門医学会等の年会費や出張旅費、資格の更新費用等を補助。 

７法人 

３法人 

○ 職階制度の見直しや管理職ポスト等の新設 ○ 看護師長を管理職（管理監督者）とし、役職手当等を支給。 

○ 看護師が病院経営に積極的に参画できるよう看護部長（課長級）を部長級に昇格。あわせて副看護部長（課長級）を新設。 

○ 看護業務を専門的な立場から助言・指導を行う看護総合アドバイザーを配置。 

○ 各種規程の適切な運用及びコンプライアンス推進のため、法人にコンプライアンス推進室を設置し、担当理事を配置。 

２法人 

１法人 

１法人 

１法人 

○ 職員採用の多様化（正規職員化、外部人材の登用） ○ 診療報酬の請求漏れや査定減の防止等を目的に、医事業務部門に正規職員を採用。 

○ 病病連携・病診連携の強化等を目的に、地域医療連携室等の人員増やメディカルソーシャルワーカーの正規採用を実施。 

○ 看護部長や事務部門に民間病院等の経験者を採用。 

７法人 

５法人 

１法人 

○ 法人固有の休暇制度の導入 ○ 特別休暇として、誕生日休暇制度を導入。 １法人 

給

与

関

係

○ 法人固有の給料表の導入 ○ 法人の業績や病院の業務内容、職員の役割等に応じた処遇が可能となるように法人固有の給料表を新たに導入。 

・国立病院機構の給料表を準用 

・市の給料表をベースに法人固有の給料表を作成 

５法人 

（４法人） 

（１法人） 

○ 手当の新設・増額等 ○ 職員の専門性や勤務の特殊性に応じて、医師、薬剤師、看護師等に対する手当の新設や増額を実施。 

・専門性に応じたもの    ･･･ 資格手当、専門・認定看護師手当、専門薬剤師手当等 

・勤務の特殊性に応じたもの ･･･ 救急勤務医手当、医師緊急対応勤務手当、分娩手当、オンコール手当、夜勤専従手当等 

・役職等に応じたもの    ･･･ 看護師長手当、役職手当の支給範囲拡大 

８法人 

○ 医師等への年俸制度の導入 ○ 職員の業績や能力・貢献度等の評価を給与に反映させるため、医師等に年俸制度を導入。 ２法人 

○ 業績に応じた賞与制度等の導入 ○ 法人の業績に応じ、年度末に特別賞与を支給。 

○ 目標を上回る業績を達成した場合、全職員（委託スタッフ含む）に報奨を支給。 

３法人 

１法人 

○ 昇給制度の見直し ○ 年功序列から病院経営への貢献度に応じた給与制度へ転換。 

各級の給料表の重複をなくし、上位級に昇格しないと給料が上がらない仕組みへの変更や夜間勤務手当の増額等を実施。 

１法人 

資料３ 



算出根拠及び調査対象 対象とした給与の内容 職　種 人　数 平均年齢 平均給与月額

医　師 160人 45.7歳 867,689円

看護師 667人 39.4歳 353,747円

薬剤師 34人 40.6歳 367,234円

診療放射線技師 42人 41.8歳 375,851円

臨床検査技師 43人 42.6歳 368,861円

栄養士 5人 40.2歳 355,132円

理学療法士 12人 43.3歳 367,133円

作業療法士 4人 36.0歳 309,011円

算出根拠及び調査対象 対象とした給与の内容 職　種 人　数 平均年齢 平均給与月額

医　師 4,108人 48.1歳 893,540円

看護師・准看護師 26,999人 37.3歳 306,048円

6,375人 38.2歳 326,083円

算出根拠及び調査対象 対象とした給与の内容 職　種 人　数 平均年齢 平均給与月額

医　師 3人 60.0歳 989,742円

看護師 177人 41.5歳 300,344円

薬剤師 12人 47.4歳 376,607円

診療放射線技師 3人 33.7歳 254,637円

臨床検査技師 5人 41.4歳 312,629円

栄養士 14人 38.6歳 225,011円

理学療法士 53人 31.5歳 285,605円

作業療法士 55人 31.0歳 269,221円

算出根拠及び調査対象 対象とした給与の内容 職　種 人　数 平均年齢 平均給与月額

医　師 2,399人 46.4歳 1,044,133円

看護師 13,064人 40.8歳 334,993円

薬剤師 1,837人 38.1歳 347,832円

診療放射線技師 1,896人 39.3歳 343,434円

臨床検査技師 2,103人 40.2歳 314,882円

栄養士 1,367人 36.9歳 278,709円

理学療法士 3,376人 32.2歳 296,769円

作業療法士 2,514人 32.1歳 286,275円

市内民間病院

・北九州市人事委員会勧告資料（平成28年度）より
　算出
　（市内の50人以上の事業所から抽出した事業所）

・毎月支給される給与から実績給を除いたもの
　（実績給＝超過勤務手当、休日手当、宿日直手当等）

・対象者は臨時の従業員及び役員を除く全ての
　従業員

・対象となる給与の内訳
　給料月額、扶養手当、管理職手当、地域手当、
　住居手当、単身赴任手当（基礎額）

全国民間病院

・人事院勧告資料（平成28年度）より算出
　（全国の50人以上の事業所から抽出した事業所）

・毎月支給される給与から実績給を除いたもの
　（実績給＝超過勤務手当、休日手当、宿日直手当等）

・対象者は臨時の従業員及び役員を除く全ての
　従業員

・対象となる給与の内訳
　基本給、年齢給、勤続給、地域給、能率給、
　役付手当、家族手当、住宅手当、精勤手当、
　職務手当、通勤手当、寒冷地手当等

医療技術職
※薬剤師、診療放射線技師
※臨床検査技師、栄養士等

病院職員の給与水準について

北九州市立病院

・実際の支給額（平成28年度）より算出 ・毎月支給される給与から実績給を除いたもの
　（実績給＝時間外勤務手当、休日勤務手当等）

・対象者は臨時職員及び嘱託職員を除く全ての職員

・対象となる給与の内訳
　基本給、扶養手当、地域手当、管理職手当、
　住居手当、医師手当、通勤手当

国立病院機構

・国立病院機構による厚生労働省への報告資料
　（平成27年度）より算出

・毎月支給される給与から実績給を除いたもの
　（実績給＝超過勤務手当、休日給、夜勤手当等）

・対象者は有期雇用職員及び役員を除く全ての職員
　（看護師には准看護師を含む）

・対象となる給与の内訳
　基本給、扶養手当、地域手当、役職手当、
　住居手当、医師手当、通勤手当、単身赴任手当、
　広域異動手当、特殊業務手当、診療看護師手当、
　専門看護手当、医療専門資格手当

資料４
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第１０回市立病院のあり方検討会議の開催結果について 

（速報版） 

１ 開催概要 

(1) 開催日時  平成２９年５月２９日（月）１５：００～１６：００ 

 (2) 開催場所  西日本総合展示場新館３階 ３０１会議室 

 (3) 議  題  改革プラン（素案）について 

２ 意見交換要旨 

 (1) 改革プラン・素案について 

○小松構成員（北九州市手をつなぐ育成会・理事長） 

ようやくここまでたどり着いたと思う。ぜひ、丁寧に進めていっていただきたい。 

独法化準備に約２年間ということだが、長くなるほど色々な要因が出てくると思う

ので、ぜひ頑張っていただきたい。 

  ○平田構成員（戸畑区親子ふれあいルーム・代表） 

病院スタッフが子育てや介護をしながら働きやすい環境になるよう、独法化後は柔

軟になればいいと思う。患者や家族に対する支援やフォローアップをしっかりやっ

ていただき、民間病院をリードしていただきたい。 

今後、パブリックコメントを募集することになると思うが、ぜひ、市民や医療関係

者に情報がきちんと届くように周知をしっかりしていただきたい。 

○原田構成員（乳がん患者会あすかの会・会長） 

難しい言葉だと市民は分からないので、パブリックコメントの募集にあたっては、

分かりやすい言葉で意見を聞いて欲しい。 

誰でもがんになる可能性はあるが、がん患者や家族を医師や看護師が支えてくれる

病院になって欲しいということが自分の一番の願いである。 

  ○権頭構成員（もやい聖友会・理事長） 

持続可能な病院運営のため、まずは安定した黒字経営を目指して欲しい。 

医療保険制度が変わっていく中、将来を見据えた運営を期待している。 

また、地域包括ケアシステムにおける役割の確立、民間医療機関や介護施設などと

の連携、北九州市内における医療専門職の優秀な人材の育成・確保、健康寿命を延

ばすための市民への情報提供などにも取り組んで欲しい。 

○花岡構成員（福岡県看護協会・会長） 

素案には、各構成員の意見を十分汲みいれていただいたと感じている。 

独法化という方向性はできているが、平成２６年度以降の経営状況は少しずつ悪化

している中、準備期間中の経営改善が重要になると思う。来年度は、医療と介護の

別 紙 
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診療報酬が同時に改定され、病院にとっては大変厳しい状況になると言われている。

今後の独法化に向けて、スタッフ一丸となって取り組む必要がある。 

また、患者が地域の中で治療しながら生活できるよう、地域包括ケアシステムの構

築が重要になってくる。今後の市立病院の運営にあたっては、経営も大事だが、地

域包括ケアシステムを念頭に置いて組み立てていく必要があると思う。 

○佐多構成員（社会医療法人北九州病院北九州総合病院・顧問） 

経営が安定しないと適切な医療は提供できない。今後は診療報酬が上がることは考

えられない時代であり、独法化して機動的な経営をすることが大切だと思うが、独

法化は手段であって目的ではない。独法化して何をするかが重要だと思う。 

また、一般会計負担については、「一層の削減を図る」など、もう少し明確に記載し

たほうがいいのではないか。 

  ○下河邉構成員（北九州市医師会・会長） 

今の診療報酬制度は、濡れ手で粟の時代ではなく、民間病院は苦しんでいる。 

これまで、市立病院に関する審議会を何度やっても問題は解決できておらず、今回

で最後にしたいという思いで臨んだが、独法化によって現場に権限と責任を持たせ、

信頼できる病院づくりができるのではないかと思っている。 

一方、本市では高齢化が特別速いスピードで進んでおり、地域医療構想の実施、地

域包括ケアの推進、災害・救急・感染症医療、医師不足、終末期医療、障害者医療、

難病問題など社会保障政策として包括的に取り組むべき課題が山積している。 

本市には７１の附属機関があるが、医療に関する問題を総合的に検討する審議会は

ない。本市が抱える医療関係の課題について、医師や学識者が横断的に検討できる

場が必要ではないか。ぜひそうした機関を設置して、中身の濃いスピードのある改

革に取り組んでほしい。 

 (2) その他 

○花岡構成員（福岡県看護協会・会長） 

他都市のある独法化病院のスタッフから、独法化して給与がかなり下がったという

ことを聞いている。あまり給与が下がるとモチベーションや、やる気に影響するの

で、そこは慎重な対応をお願いしたい。 

  ○小松構成員（北九州市手をつなぐ育成会・理事長） 

経営という観点からは、収支を見ながら職員のボーナスなどを決めていかなければ

ならない部分もある。自分自身も中小企業に転職した際、経営の悪化で一律５％給

与カットされた経験もある。給与については、色々な状況を考慮しながらやってい

かなければならない非常に難しい問題だと思うが、市民のために一生懸命頑張って

いる人がきちんと評価され、努力が報われるように、丁寧に検討して欲しい。 

また、女性は結婚や出産をしても多様な働き方ができるように検討して欲しい。 
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○中野医療センター院長 

医療センターは、がん診療、総合周産期、感染症医療への期待を感じている。 

質の高い医療を維持していくには人材が全てであり、意識改革が非常に重要だと思

う。医師やスタッフも積極的に経営感覚を持って取り組まなければならない。 

市民病院はよく厳しい目で見られるが、自分も外から医療センターに来て、少し甘

いと感じた。 

今後、独法化によって、必要な場所に必要な人材を配置し、最終的に市民の皆様に

良好な医療を提供するとともに、地域の医療機関と連携し、市民目線でより良い病

院にしていきたいと考えている。 

  ○市川八幡病院院長 

独法化ありきではないが、現場の立場からは、独法化すればもっとフレキシブルに

病院運営や診療ができると感じている。透明性の高い医療や病院運営を行い、病院

一丸となって市民サービスしていくことを心掛けたいと思っている。 

今回の議論は、我々は長く市立病院で働いてきたが、一つの道標になったと思って

いる。これを機にもっと市民の皆さんから必要とされる病院に生まれ変われるよう

頑張りたい。八幡病院はトータルの小児救急医療を提供する、子どもと母親のユー

トピアになるような病院にしていきたい。 

３ まとめ 

○近藤座長（北九州市立大学・学長特別顧問） 

下河邉構成員から、医療関係者の横断的な専門家会議の設置について提言があった

が、地域医療という観点からは、まさに待ったなしの状況ではないかと思う。ぜひ、

実現に向けて行政で今後検討して欲しい。 

今回提示された改革プランの素案については、構成員の皆様にご了承を頂いた。 

この改革プランが成案となるには、今後、パブリックコメントや議会への報告など

の手続きが必要になってくるが、約２年間、１０回にわたって議論した結果、改革

プランの素案が、構成員の皆様全員の一致でまとまったということは、座長として

もありがたく思っている。 

４ 今後の予定 

   ６月～７月  改革プラン（案）の作成 

          市民意見の募集開始（パブリックコメント） 


